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ア ドバ ー ス ・セ レクシ ョン下の

規制主体 の垂直分割 に関す る分析(2)
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Ill共 謀が存在するケースのモデル

この節で は・MとAの 別契約 による共謀が技術 的に可能な ケー スを分析す

るP,)本 論 文 で は,MとAの 共謀 は次 のよ うに考 える
。 ステー ジ1で のPか

らMへ の契約の後でMとAが 別契約 を結ぶ ことで情報 を共有 して共騨 」潤

を最大化 し洪 謀 レンHc・llusi・ 【1rent〉をMとAで 分配す る
.こ の共謀 レ

ン トは,MとAの 交渉力 に応 じて分配 され ることになる
。

■ 意思決定のタイミング

[ス テー ジ0]

L自 然 がMとAの タイプを決定す る
。

[ス テージO.51

1.PはMとAの 共謀 を防 止するか どうか決定す る
。

「ステージ1]

LMは 自分の タイプを観察す る、,

2,PはMに 契約 ひ(庇π1)ニ(κ(魏
1),τ(吻、))を 提 案す る。

3。Mが 契約 を受 け入れない場 合には ここで ゲームは終了 し
,MとAは 留

保効用 を得 る・Mが 契 約綬 け入れ た場合 には
,次 のステージに進む、、

1)
の黙・纏1撫 、晶撒 森講魏 購 鰭 縦 ,旛認轡
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4,Mは 費用削減努力 を選択 する。

[ステー ジ1、5]

LMはAに 以下の よ うな共謀 の別契約 を提案 す る 二AはMと 自身の タ

イプに関す る情報 を共有 す るかわ りに,MとAは 共 同利 潤 を最大化 しそ

れ を分配す る。

2.AはMの 別契約を受 け人れるか どうか決定す る。

[ステー ジ2]

1.Aは 自身の タイプを観察す る。

2.Aが 別 契約 を受 け入れ た場 合に は,Aは 自身 の タイプに関す る情報 を

Mと 共有す る。Aが 別契約 を受 け入れ ない場合 には、MはAの タイプを

観察 しようとす る。

3.MはAに 契約 μ(解,)ニ(σ(溺2),ρ("z2))を 提 案す る。

4.Aが 契 約 を受 け入れない場 合には,MとAは 留保効 用を得 てゲ ームは

終了す る。Aが 契約を受け入れた場合 には,次 の ステー ジに進む。

[ス テー ジ3]

1.P,M,Aは それ ぞれ契約を遂 行 し,利 得が実現す る。

共謀が存在 す るケース と存 在 しないケー スの相違 は・ ステー ジo・5でPが 共

謀 防止契約 を提案す る ことと,ス テー ジL5でMとAが 別契約 を締結 しよう

とす ることであ る,,以 下で は、共謀を防止 しないケース と共謀 を防止す るケー

スを順次考察す る,,

1共 謀を防止しないケース

PがMとAの 共謀を防止 しないケースでは,単 純にPは 共謀が存在 しない

ケースと同じ契約をMに 提案すると考える%つ ま り,Pは 制約付 き最大化問

題(P1')を 解 くとする.,す ると,Mが 選択す る努力水禰 ε卍 ノゐ謝 哺一
・・
れ雛雛 灘 謙 讐 セ鷹 誤舗 窪糠 窃撫 繭茎
提案す るべ きかについては,一 考 の余地かあ るだろ う,
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で あ る。 また,Mか ら徴収す る最適 な租税 ザ σ=L
,μ)は 制約式か ら以 下の

ようになる。,

ぜ ニ4レノゆ十(1-9)膠 し4(〆 ゐ)一φ(6彦)

醇=9レ ノ西十(1-9)膠 み一4(811)

前節 で分析 した共謀が存在 しない ケー スのM(タ イプ η
五)とAの 共同利潤

は,

Eg(y1L)+ρ(1-9)4θ 覇

=9%∫ か+(1-9)%sり 一4(の+ρ(1 -9)4鋪(17)

で あ る・一々洪 謀が存在 しかつ 防止 されなし・ケースのM(タ イプ
η,)とA

の共同利潤は ,

Kム=%∫ わ一'ε彦一4(〆 わ)一(1-9)(%ノ 占一励+の(ε 言)(18)

で あ る。ただ し,職 はAと 情報 を共有 す る場合のM(タ イプ η
乙)の 期待 効

用 を表 し,こ の場 合にはAの 情報 レン トはゼ ロにな
ってい る。(18)(19)の 両

辺の差 をとると,共 謀 レン トは

琉=(1-4)(%∫ ゐ一畔 一加 θぼ葺)+φ(ε湾)

=(1一 ρ)(1『9)【{y(珈 一 θ副} 一{レ@労 一θ
κ嬬}]+φ(θ 沓)>0

とな る。 したがって,MとAは 共謀 の利益 を得 ることがで きる
。

同様 に,共 謀が存在 しかつ防止 されない ケー スのM(タ イプ η
.)とAの 共

同利潤 は,

隔=曜 δ一!差一4(θ浮);(1-9)(畔 一%3む〉

であ る。,共謀 レン トは

嚇=(1一 ρ)(1-9)[{y(雌)一 θ"婿Hレ(錆)一 θκ麟}]>0

なの で,MとAは 共謀 の利益 を得 ることがで きる
。

ここでMとAの 共同利潤は次 のよ うな方法で分配される
。別契約 はMが

Aに 提案 し,Aが 受 け入れ るか どうか を決定す る
。そ こで,MはAに 共謀が

存在 しないケースの最低 限の情報 レン ト(1一 σ)U・δ一ρ(1-9)』 θτ汚 を保証 し
,

残 余利潤 砺 一(1-g)U5δ はMが すべて獲得 する
。ただ し.Aは 共謀す るケー
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スと共謀 しないケー スの期待効 用が無差別 な らば,Mの 提 案す る別契 約 に参

加す るとしてい る諺〉。 よって,タ イプ η正,伽 のMとAの 期待効用はそれぞれ.

タイプ η乙のMl(1-g)(レ 贈 一レ評一ρ4θ卯芸)十φ(8浮)

タ イプ η11のM二(1-4)(y許 一V評 一ρ』θ¢汚)

Aψ(1-4)4θ`r監

で ある,、

しか し、 このよ うにMとAが 別契約 によって共謀す ることには,社 会的非

効率性が伴 うと仮定す る弟。 この共謀 の非効率性 をパ ラメー タ ψ∈(0,1)で 表

し,別 契約 を結ぶMとAの 効用 に対す るウエ イ トと考 え る,ψ ●が小 さいほ ど,

共謀 の非効率性 は大 き くなる。

したが って,共 謀 を防止 しないケースの期待社会厚生を レγCと す る と,

Pγc;γ1`渉一κ,+α Ψ{(1-4)1ψ 一 畔)+φ(靖)}』

+(1-7)1'書 一んH+α ψ(1-9)呼 一 励 』

一溜L4(召 ∫か)一η乙+召∫ゐ](19)

+(1一 グ)[畔 一4(鋤 一 加+講]

一(1一 αψ)(1一 σ)(畔 一げ)一 プ(1一 αψ)φ(2費)

とな る。 罪Cは Ψについて単調増加関数で ある。 躍Cと 四*を 比較す る と.

謄_》 γc一 一αψ(1-9)(畔 一 励+α(14)7鈴 痔)+α(1-9)usゐ

が導かれ る。以上 よ り,次 の命題3が いえ る。

命題31共 謀 に よるMとAの 「情報 共有 効果」α(1-g)1ψ(レ 劉一 膠か)一

U門 が,「 共謀 の非効率性」α(1一 ψ)7φ(c沓)を 上回る,す なわち

α(1-9)1ψ(呼 一励 一usδ]>α(1一 ψ)ゆ(召 汚)(20)

il本 徹 の分析で1よ,MとAの 別契約騨 純に雪鼓制可能としている・・このような白己拘束的な

メカニズムの一例としては.共 謀に対する社会的罰則が重く,共 謀か明るみに出た場合に厳しく

すべての当事者の刑事責任が問われるような状況を考えることができる。

4)共 謀の社会的非効率性には,3つ の理由が考えられる。第1に,MとAか 別契約を結ぶため

の取引費用(t,a、置,、ctionc・st》である。第2に,共 謀は闇取引で行われる場合が多いので、M

やAに 効用が仮にあったとしても,そ れらは正しく社会会計上に計算されない・第3に,巾 間

機関と事締 戯 灘 公益に反するという消儲 の一般的通念から・彼らが仮に高い効用を得た

としても,そ れらは社会的に低くしか評価されない。
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第3表 中 間機 関 の 費用 便 益 分 析(共 謀が存在す るケー ス)

プ ラ ス 効 果 マ イ ナ ス 効 果

MとAの 情報共有 過少努力(タ イプηκの場合)

情報 レント(タ イプηムの場合)

共謀の非効率性

が成 り立つならば.彬*〉 躍Cが 成 り立つ。

この命題3で 朋 すべきは・MとAの 問で結ばれる別契約による共謀力零,
必ず し醗 会厚生の観点から悪 とはいえなし・ことである

、共謀の社会厚生に与

える効果は・その費肌 便益を比較槻 する必要がある
.共 謀の社会的便益は,

確率 地 でMがAの タイプを発見できなL・場合でも
,MとAのr情 報共有

効果」によってファース トベス トの生産量を実現できることである
.そ の結果,

MとAの 間のア ドバース ・セレクション問題が腿 される
.つ まり社会的に

効率的な水準で財が生産 され酒1こ 支払 うべ き情報 レントも不要 となる
._

方洪 謀の社会膿 用はMとAが 共謀することによって,彼 らの利得に対す

る社会的評価が低 くなる 「共謀の非効率性」である
。MとAの 利得にかかる

バラメータ辺が小さいほど
,共 謀の社会厚生に与える非効率性は大 きくなる。

以上より,共 謀が存在するケースの中間機関の費用便益分析は
,第3表 のよう

にまとめることがで きる,、,

ここで,曜*=1グcと なる臨界的な ψを ψ*と おく
。(20)よ りΨ*は,

ψ*;(1-9)u3う+φ(靖L
(1一σ〉(%∫わ一励+φ(8汚)

と求まる・(膠L励 〉U3δ なので ・<σ*〈1で あ る
.の ψ*す なオっち

レFC>謄 の場合には,MとAの 間で共謀が行われるとして も,P騎 えて

共謀を防止 しない方が社会厚生上望ま しくなる認 れでは、Ψ<ψ*す なオっち

レvc<解 の場合には・Pが 共謀を防止することによって,社 会、厚生は共謀を

防止 しないケースより謹 ましくなるのであろうか
,,以下では.Pが 共謀を防

止するための契約を考察する。
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2共 謀を防止するケース

PがMに 共謀防止契約 を提案す るケースを考える。 この論文 のモデルでは,

ステー ジ0,5でPがMに 共謀防止契約を提 案 し,ス テー シ2でMがAの タイ

プを観察 しよ うとす るので事前(exante)共 謀 防止契約が適用 され る%す な

わち,MがAの タイプを発見で きるのか 、で きないのかを知 る前 に,PがM

に共謀 防止契約 を提案 しなければな らない。

共謀 を防止す るため に,PはMに 肌 て 几 だ けの事前共謀防止 レン トを支

払 うと考 えよ う,、劫 はMの タイプ η∫に対 応 してい る。 瓦 がMの タイプに

よって異な る場合,Mは いわ ゆるタイプ依存的留保効用(type-dependentres-

ervati。nutihty)に 直 面す るこ1とにな り,参 加制約 と誘 因両立制約 鮪 効 とな

るときの通常 の順序 関係 が成立 しな くなるか もしれ ない。特 に,タ イプ ηLの

参 加制約 と タイプ η,、の誘 因両立 制約が 有効 とな る場 合 には,相 殺 イ ンセ ン

テ ィブ((⊃。ullterva1hl・gincelltives)と 呼 ばれ る効果が働 く〔1

そ れで は,Pは17ノ を どの水準 に設定すれば,共 謀 を防止で きるであ ろうか。

もしもMは,共 謀 した ならば獲得で きたで あろ う期待効用.を留保効用 として

得 られ るな らば,あ えてAと 共謀 を結ぼ うとは肋 ない・ この ことを共謀防

止契約 と して表現す ると,

EεP(賄L)≧(・ 一4)(γ 許 γ許U5わ)+φ(ε 沓)(CPML)

E∫P(γ1H)≧(・ 一σ)(%・血一四 ウーusわ)(ICP-N田)

とな る`'。た だ し,EεP(佑 、)とEfP(仏H)は,Pが 共謀 を防止す る ときに各 タ

イプ η、,η,・)Mが 獲 得す る期待効用 を表す・,ここで・』1・一砕 π〃=φ(6斉 〉

で あ る。つ ま り,タ イプ η五の共謀防止 レン トと情報 レン トは等 しい。 この場

合,タ イプ η、,ηκ両方 の参加制約(CP-ML)(CP一 ～IH)と タイプ ηLの 誘 因

1岐 制 約が有効 とな るが,今 まで 同様 に タイプ ηκの参加 制約(CP-MH)と

タ イプ η、の誘因両 立制約が有効 な場 合を分析すれ ば十分であ る。

焉 齢 講 潔弊甥紹野癩 雛糖 摺識驚割
り引}猟 る以 前 の も・)で あ る貞 よ っ て,((IP-ML)(CP-Nmノ のわ 辺に σ はか か らな い ・
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共 謀 を防止す るケー スのPは ,以 下の制約付 き最大化問題(p1CP)を 解 く。

問題(01CP)

{な、鷺'.}71'凶+αEfP(U乙)+α{gU1め+(ト σ)U3。}]

+(1-7)臨 一 砺+αEfP(㈲+α{gUノ わ+(1-9)U5り]

=

{左、,κ,,ど冊Ef・(F、 π)}耀 δ+(1-9)膠 凸一4(η ムー 左乙)一η五+8L]

+(1-7)[9%∫ む+(1-9)頭 一4(η κ一 んκ)一 η∬+8H』

『7(1一 α)EfP(砿
乙H1-7〉(1一 α)EfP(防 κ)+α(1-9)U5。

subjectto

E敦 ㈲=4頭+(1-9)げ 一 置孟一4(η 乙㍊,)

≧ σ昭+(1一 σ)げ 一'ゼ4(η 乙一 ん.)

E8P(耽H)一9呼+(1-4)珍s西 一'.一4(ηH一 んκ)

≧曜 ウ+(1-9)砺5δ 一 ご乙一4(η"一 んム)

(CP-ML)

(CP-MH)

(IC一 王〉IL〔:P)

(IC-MHCP)

(IC-MLcP)(IC-MHcP)は そ れぞれ タイプ ηム.ηHのMの 誘 因両立 制約 で

あ る。

PはMに 情 報 レ ン トを残 す こ とを望 んで い ない こと と
,(IC-MLCP)と

(ICP-MH)が 有 効であ ることに注意 して制約条件 を整理す ると
,

E'P(防 乙)一(1-9)(%∫ ウー%3ゐ一u5δ)+φ(η κ一κκ)

E'P(防 ∬)一(1-4)(畔 一 膠か一usδ)

砺 ≧彪

が導かれ る。 これ よ り,(pゴ)と 同様 に 硯
,ん.に つ いての一 階の条件 召L=召角,

砺=靖 を求め るこ とがで き,タ イプ ηLのMが 得 る情報 レン ト(共 謀防止 レ

ン ト)は φ(召汚)と な る。 また,タ イ プ ηL,伽 の両方 のMと も,共 謀 防止契

約で保証 された留保効用分だけ期侍効用が上昇 してい る。

この一階の条件 と1りfP(砺) ,EfP(レ1κ)をPの 目的 関数 に代 入 して ,共 謀 を

防止す るケースの期待杜 会厚生 膨CPを 求め ると,
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1ダCPニ7[9吟 ∫西+(1-9)γ 評 一4(ε1ウ)一ηL+〆 δ]

+(1一 グ)[9頭+(1-9)畔 づ(鋤 切 計 翻(21)

一(1一 α)(1一 σ)(y劉 一 γ評一U3ゆ)

一(1一 α)7φ(ε澄)十α(1-g)us西

となる、、明 らかにWCP<四*が 成 り立っている。rCPと 回パ を比較 する こと

で,以 下の命題4が 得 られる。

命題4:共 謀 防止 による 「共謀 の非効率性 の改善効 果」α(1一 ψ)プφ(ε簿)が,

「情 報共有効果」α(1-g)[ψ(y贈 一 四 西)一U朔 と 「共謀 防止 の費用」(1

一α)(1-g)(レ 欝 一吋b)一U吻 の和 を上 回る,す なわち

(1-9)[{1一 α(1一Ψ)}(%1西一幽 一U曲]<α(1一 ¢「)ゆ(甫)(i22)

な らば,砂 び>曜Cが 成 り立つ。

[証 明](19)(21)よ り 障c'一 砂c>0と(22)が 同 値で ある ことを示す こ

とがで きる、、(Q.E,r).)

共 謀 を防止 しない ケース と同様 に,共 謀 防止 の便益 と費用 を比較考量 しな け

れば ならない。共謀 を防止す るこ との杜会的便益 は,MとAが 得 る効用 に対

す る 「共謀の非効率性」が解消される ことで ある。他方,共 謀 を防止す る こと

の社会 的費用 は,ま ず 第1に 共謀 による 「情報共有効 果」 が失われ る結果M

とAの 間の ア ドバー ス ・セ レクション問題 が解消 されない こと,第2に 共謀

を防止す るための直接的費用(1-g)(y貯 一 レ評一U嚇 が必要な ことで ある,

(22)か ら,げCP=障cと なる臨界的な ψの値 σ紳 を求め ると,

¢**一(1一・)謂…器謬 纂 ξ蕩1諸 φ(ε汚)

で あ る7)、.、ま た,¢'*と ψ**の 大 き さ を 比 較 す る と,

ψ*一 ψ**一(・ 一α)(γ ノわ一 曜 ゐ一usウ)〉 ・
α[(1一 σ)(珍 ノ占一 励+ゆ(81穿)1

7)(1一 σ)IU・`φ一(1一 α)(鰺 占一 跨 δ)]+　 ¢(ε壽)<・ 耽 きに1よ 弊<・ と な る が ・ ψ∈(0・1)■
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な の で.4「*>Ψ**で あ る。

共謀が存在 す るケー スのPか らMへ の最適契約 に関 して
,以 下の命題5を

導 くことがで きる。

命題5二MとAの 間で別契 約 による共謀が存在 す るケー スでは
,ス テー ジ

1に お けるPか らMに 対す る最 適契約{(渉
ム,左乙),(!κ,砺)}は 次 のよ うにな

る。

(i)ψ<Ψ**の と き,{(鵡A切 ,(玩,砺)}ニ{(∫fP,η乙一2ノゐ),(オβP,η.一靖)}を

PはMに 提案 し,MとAの 共謀 を防止す る
。

(ii)鞭 ψ**の とき,{('轟) ,('∬,刷={(耀 ・,η乙一め,(増,η 擢一剃 をP

はMに 提 案 し,MとAの 共謀 を防止 しない8,,、

た だ しピ£ら'βPは,共 謀 を防止 す る際 にそれ ぞれ タイブ η
、,η.のMか

ら徴収す る租税で.

ぜP一σ%/西+(1-4)%5か 一4(ノ 西)一(1-9)(%∫ 鴇5δ 一U5か)一 φ(召蒼)

∫毎P-9%ノ ゐ+(1-9)吟 ウー4(8育)一(1-4)(断 一 膠 しus西)

で ある。

ψ と 研*1レFC,曜CPの 関 係 を描いた第1図 を参照 しなが ら
,命 題5を 説明

しよう。

①0〈 ψ<Ψ**の と きjV*>障CP>属 γcな ので ,PはMとAの 共 謀 を

防止す るのが最適であ る。 躍CPは 四*よ り小 さいが 四CPは 障cよ りも大

きいので,PはMとAの 共謀 を防止 しなけれ ばならない
。 これは 「共謀

の非効率性」が あ ま りに大 きいために ,MとAの 「情報共有効果」 を打

ち消 して しまうことが原因であ る、、

② Ψ**≦ σ<蟹*の と き:曜*>レ7c>曜CPな の で
,MとAが 共 謀 す る

場合 にそれ をPは 防止 しないのが最適で ある、、つ ま り,共 謀 防止 によ る

＼ 鯵 で(1-9)健 『(1一 α)(1》ゆ一醐+α ・φ(θ澄)>け なわ ち ㈲ は+分 駄 きいと髄

レておくむ

8)弊 ¢切 ときに は・{('f晃 一〆ゐ〉,(∫9,ηゾ 劇 と 財,η ∴一め ,(,浮,η.一9毒)H畑 に とっ
て無差別なので,等 号 を含めるか どうか は本質的な問題ではない

。
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第1図 ψ と期待社会厚生の関係
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「共謀 の非効率性 の改善効果」が,共 謀か ら得 られ るMとAの 「惰報共

有効 果」 と 「共謀防止の費用」 を下 回ってい る、.、

③ ψ*<ψ<1の と き:wc〉}轡>1γCPな の で,こ の場 合 もPはMとA

の共謀 を防 止しないのが最適であ る。ただ,こ の ときには 「共謀の非効率

性」 と比較 して,MとAの 「情 報共有効 果」が十 分 に大 きいので,wc

が 陀*よ りも大 き くな っている.、

IV結 び

政府が直接に企業を規制する集権化された規制体系では,企 業 との情報の非

対称性を解消できないが.企 業の技術に精通 し費用 タイプを発見できる中間機

関に規制させれば,情 報の非対称性が解消してファース トベス トの生産量を達

成できる可能性がある。これが,中 間機関を含む分権化された規制体系を規制

主体分割によって作 り出すプラス効果である・・中間機関が企業の費用タイプを

発見で きる確率が高ければ高いほど,こ のプラス効果はより一層大きくなる。

しかし,同 時にマイナス効果もある、、つまりそれは.政 府と中問機関にもア ド

バース ・セレクション問題が発生 して.① 非効率的な巾間機関は過少な努力

水準を選択 し(本 論文のモデルでは,政 府は必ず ファース トベス トの努力水準
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を選択する),効 率的な巾間機関には情報 レン1・が必要になる,② 中間機関が

全体の祉会厚生ではなく自身の利益を最大化する,と いうマイナス効果である、、

また,中 間機関と企業の間で共謀が行われるケースでは,③ 共謀による社会

的非効率性が社会厚生に悪影響を与える,と いうマイナス効果も付け加わる肋。

そこで,も し規制主体分割を行って,中 間機関を含むような規制体系を採用

するのであれば,① 中間機関が企業の費用 タイプを発見する能力が高いか ど

うかを見究める,② 巾間機関との情報の非対称性の解消に努める,③ 中問機

関が 白身の利益ではな く.社 会厚生全体を最大化するようなインセンティブを

与える、中 中間機関と企業が技術的に共謀することが可能な場合には,「共謀

の非効率性」 が大 きいか ど うかチ ェ ック し,も しそれが大 きければ共謀 を防止

す る政策を検討す る,と いうことが非常 に重要 にな って くるであろ う
。

最 後に,本 論文の理論 的な課題 を挙 げてお く。

まず第1に,本 論文のモデ ルで は,巾 間機関の努力 が単 に規制の活動費用 を

削減す るためだけに振 り向げ られてお り,企 業の費用 タイプや生産量,ま た は

中間機関による企業 の費用 タイプ発見確率には何 ら影響 を及ぼ していない
。 こ

れ らが,中 間機関の努力の関数 となるよ うなモデルを解 析す るのが今 後の課題

である1%

第2に1中 間機 関 と企業が 共謀す るケー スにおいて,本 論文の共謀防止契約

で は,政 府 は共謀か ら得 られ る最低限の期待効用 を中間機関に与えれば共謀 を

防止す ることがで きる と仮定 してお り,少 し単純す ぎると考 え られ る。L、f

fontalldMartimort[1999]やLaff{mt[2000]ch .2の よ うに,根 本的 に共謀す

る インセンテ ィブ自体が生 じないよ うな共謀防止契 約を設計す る必要があ る
。

第3に,共 謀 するのは中間機関 と企業だ けでな く,政 府 と中間機関,政 府 と

9)
、中問機関と企業の共謀には・「情報共有効果」というべき利点も存在することぱ既に述べた。晴 轍 有効

果」がr共 謀の非効軸 」を畑 れば,共 謀鮒 会にとって悪とはいえなくなる.10)
Schmidt[1996a]・ll996blと 齋藤[2003Hま ・企業の低コスト状態が起こる確率が経営者の努
力に依存するモデルを分析している。つまり・低コスト状惹が起こる確率を経営者の努力の関数
として表している。Schmldr[1996a] ,L19961〕]と齋藤[20031は ,経 営者の努力と政府の信念が
一致する不動点が存在することを証明している

・
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企業 とい う組み合わせ もあ るはずで ある、意思決定の タイ ミングを改良す るな

どして,こ れ ら他の共謀 を分析する ことも今後 の課題であ る。
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